
新型コロナウイルス感染症による

小学校休業等対応助成金について

事業主 。労働者の皆さまヘ

3 8 1日 4 3 31日 までの f~lt_、 下の の うこと 要と

なつた労働者に対し、有給 (賃金全額支給)の体暇 (労働基準法上の年次有給休暇を除く)を取得させた
事業主は助成金の対象となります !

①新型コロナウ
`レ

ス感染症に関する対応として、ガイトラインなどに基づき、臨時体業などをした小学校など

“

師調藉陸含みます)|む目う子ども
②新型]0ナウ刊レスに感染した子どもなよ小学校などを休む必要がある子ども          ヰ爾

`調
:面をご鐸Кださい.

事業主の皆さまには、この助成金を活用して有給の休暇制度を設けていただき、年体の有無にかかわらず利用
できるようこすることで、保饉者が希望に応じてイホ暇を取得できる環1舅を1整えていただけるようお願いします。

【助威内容】有給休暇を取得した対象労働者に支払つた賃金相当額x10/10
具体的には、対象労働者 1人につき、対象労働者の日額換算賃金額X'X有綸体暇の日数で算出した合計額を支給します。
※1各対象労働者a■常の賃金を日額換算したもの (日額上限額Ж2あり)

休暇取得期間 日額上限額 2ヽ 申請期限X3

令和 3年 8月 1日～10月 31日 13′ 500円 令和 3年12月 27日 (月 )必着

令和 3年11月 1日～12月 31日 13,500円 令和 4年 2月 28日 (月 )必着

令和 4年 1月 ■日～ 3月 3■日 令和 4年 1～ 2月 :11,000円
令和 4年 3月 :9,000円

令和 4年 5月 31日 (火)必着

/2 中請の対象期間中 (注 )に緊急事態賞言の対象区域又はまん延防止等筆点措置を実施すべき区域であった地域 (原則都道府県単
位)に事|夕:'"のある企:共については15′000円 ,

注 :事業主の方から申請いただいた休
':1日

の最初の日から最後の日までの間 (申請対象の労働者が襖数いる場合は、休暇の開始が最も

早い労働者の開始日から、終了が最も違い労働者の終了日までの問)

※3 ただし、やむを得ない理由があると認められる場合 (以下 I又はH)は .申請期限経過後1ご申請することが可能 (令和 4年 6月 30日ま
で)です。

1.労働者からの都道府県労働局『小学校休業等対応勤成金に関する特別相談窓口

`へ

の「 (企業に)この動威金を利用してもらいたい」

等のご相談に基づき、労働局鷹 業主への助成金活用の働きかけを行い、これを受けて事業主が中調を行う場合

1.労働者脚 道府県労働局『小学校休棄等対応11']成金に関する特別祖談窓口』へ相談し、労働局から助言等を受けて、労働者自らが

事業主に働きかけ、事業主が申請を行う場合

労働者の皆きまヘ

都道府県労働局『小学校休業等対応助威金に関する特別相談窓口』では、「企業にこの助成金を利用して_,コ "日
もらいたい」等、労働者の方からのご相談内容に応じて、企業への特別休暇制度導入・助成金の活用の 電」慇里
働きかけ籍を行つています。特別相談窓口 (休業支援金・給付金の仕組みによる労働者からの直接申請 甕J謹甍
含む)については、こちらをご参照ください。                         回]班引

⇒「小学校休業等対応助威金に関する特別相談窓口のご案内」

事業主の皆きまヘ

① 支給要件の詳細や具体的な手続きは厚生労働省ホームページ

申請書は、厚生労働省HPから印刷してください。
*①菫用保険被保険者の方用と、②雇用保険被保険者以外の方用の2●類0様式があります。
ホ事業所単位で1出K法人ごと0申露となります。また、法人内の対象労働者に,して可能な限りまとめて申請をd諄 1しします。
https:/′ hⅣいw'・ mh:w.golp′ Sぜノselsakunitsulteノ bunva′ kovou_roudouノ kovovノkyurukln/pageL07_00002.h

② 申請書の提出方法
本社所在地を管轄する都道府県労働局 雇用環境・均等部 (窒)まで郵送でお願いします。
※必ず配達記録が残る邸便 (特定記録邸便やレターパツクなど)で配送してください。 (宅配便などは受付不可 )

お問い合.わせはコールセンターまで

『雇用調整助成金、産業雇用安定助成金、小学校休業等対応助威金・支援金コールセンター』

(フリーダイヤル)0120‐ 60‐3999受付時間 :9:00～21:00土日・祝日含む
※詐欺にご主意ください。国や委託事業者から、助成金の相談について電話などで勧誘することはありません。

また、振込先、口座番号やその他の個人情報を個人の方に電話などで問い合わせることはありません。

()厚生労働省・都道府県労働局
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①新型コロナウイルス感染症に関する対応として臨時休業等をした小学校等に通う子ども

「

「小学校等」とは

②新型コロナウイルスに感染した子どもなよ小学校等を休む必要がある (※ )子ども

※ 学校の場合は、学校長が出席を停止し、または出席しなくてもよいと認めた場合をいいます。

③対象となる保護者

・親権者、未威年後見人、その他の者 (里親、祖父母など)であって、子どもを現に監護する者が

,寸塚:となります。
・各事業主が有給休暇の対象とす権 は、子どもの世話を一時的に補助する親族も含みます。
× 業種・戦種を問わず、事業主に雇用される労働者が対象となります.

④対象となる有給の休暇の範囲

日曜日、夏休みなどに取得した休暇の扱い

半日単 の 暇、時間単位 t′ヽ

・新型コロナウイルス感染症に関する対応として、小学校などが臨時休業した場合、自治体や放課

後児童クラブ、保育所などから利用を控えるよう依頼があった場合が対象となります。

なお、保護者の自主的な判断で休ませた場合は対象外です。
※ただし、学校長が新型コ0ナウイルスに関連して出席しなくてもよいと認めた場合は対象となります。

※小学校等全体の体業のみでなく、学年・学級単位の体業や、オンライン授業、分散登校の場合も対象になります。

置くものに限る)、 特別支援学校 (全ての部)
★障害のある子どもについては、中学校、義務教育学校の後期課程、高等学校、

各種学校 (高等学校までの課程に類する課程)なども含む。
・放課後児童クラブ、放課後害デイサービス
・幼稚日、保育所、認定こども日、認可外保育施設、家庭的保育事業等、

(幼稚園または小学校の課程に類する課程を・小学校、義

子どもの一

ア)新型コロナウイルスに感染した子ども
イ)新型コロナウイルスに感染したおそれのある子ども(発熱などの風邪症状、濃厚接触者)
ウ)医療的ケアが日常的に必要な子ども、または新型コロナウイルスに感染した場合に重症化する
リスクの高い基礎疾患などを有する子ども

・学 校 :授業 日 ※ 日曜 日や夏 休 みなどま対 象 外 (夏休み期間抑 眼 された場合、新たに夏休みになつた期間は対射

・その他の施設 (放課後児童クラブなど):本来施設が利用可能な日
「②に該当する子ども」に関する休暇の対象は以下のとおりです。

する.子ども」に る休暇の対象は以下のとおりです。

`授業日であ にか わらず、その子どもの世話をす た日

「

なお、勤務時間短縮は所定労働時間自体の短縮措置であり、休暇とは異なるため対象外となります。
なります。

・休暇制度について就業規則や社内規定の整備を行うことが望ましいですが、就業規則などが鶴E備

・年次有給休暇を取得した場合に支払う賃金の額を支払うことが必要です。

助成金の支給上限額(上限頷は表面参照)を超える場合であっても、金額を支払う必要があります。

し

・対象になります。ただし、事後的に特別休暇に振り替えることにつし

同意を得ていただくことが必要です。

てヽ労働者本人に説明し、
● Z

労働者に対して支払う賃金の額

就業規則などにおける規定の有無

令和 3年 12月 22日作成


